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”新リース会計基準対応機能”の全貌がわかる！

株式会社オービックビジネスコンサルタント

営業本部 ERP推進室 嶋村悠佑

制度のおさらいと固定資産奉行V ERPクラウドのご紹介



©OBIC BUSINESS CONSULTANTS All rights Reserved.

まずは制度概要をしっかり理解！
押さえておくべき”新リース会計基準のキホン”

改正の概要や目的、背景だけでなく

新リース会計基準が企業へどのような影響を与えるか？を解説いたします。
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改正の背景と目的

投資家やステークホルダーが企業の経営実態を正しく把握できるようにするとともに、

日本基準と国際基準との整合性を高めることを目的としています。

財務報告の透明性向上

現行の基準では、オペレーティング・リースがオフ
バランスとして扱われていたため、投資家やステー
クホルダーが企業のリース負債の実態を正確に把握
することが難しい側面がありました。

IFRS適用企業との比較可能性の担保

現行の基準では、リースにおける会計処理等が
IFRSと異なるため、企業間の財務状況の比較が
困難でした。

国際的な会計基準との整合

国際財務報告基準（IFRS）第16号「リース」や米国財務会計基準審議会
（FASB）のTopic 842「リース」が既に導入されており、これらの基準と
日本の会計基準との間にギャップが生じていました。
このギャップを解消し、国際的な会計基準との整合性を確保します。

目的
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対象となる企業

強制適用の対象となる企業は、以下のような企業となります。

❶金商法対象会社となる上場企業等

❷会計監査人を設置する企業

上場企業など金融商品取引法の適用を受ける企業とその子会社・関連会社が対象となります。

会社法上、会計監査人を設置する企業の監査人は、会計基準に基づいて監査することから

会計監査を設置する企業とその子会社も対象となります。

具体的には、以下のような条件を満たす企業です。

・大会社：資本金が5億円以上、または負債総額が200億円以上の株式会社

・監査等委員会設置会社および指名委員会等設置会社

・会計監査人の任意設置を行った企業（規模に関わらず、定款に定めることで会計監査人を任意に設置している会社）
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適用開始時期

2027年4月1日以後開始する連結会計年度および事業年度の期首から適用されます。

※早期適用の場合：2025年4月1日以後開始する連結会計年度および事業年度の期首より適用も可能

適用開始
2027年4月1日以後開始する
事業年度から適用開始

新リース会計基準

2027年4月1日2025年4月1日2024年9月13日

早期適用可能
2025年4月1日以後開始する
事業年度から適用開始

新リース会計
基準公表

現行のリース会計基準

（早期適用可能）新リース会計基準

～2027年3月期

3月決算の企業の場合

2026年3月期 2027年3月期

2028年3月期～
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１．リースの定義と識別方法の見直し

実務への影響：現行のリース会計基準からの変更点

リースの定義や識別に関する定めが追加され、定められた識別方法に則って、改めてリース

を判定することになります。

「リース」とは、原資産を使用する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転する

契約または契約の一部分をいう。

「リース」の定義（リースに関する会計基準 第6項）

この定義は、国際会計基準（IFRS第16号）との整合性を図るために導入されたもので、

以下のようなポイントが含まれています。

•「原資産」：特定の物理的資産（例：建物、機械、車両など）であることが必要。

•「使用する権利」：借手がその資産を使用するコントロールを持つこと。

•「一定期間」：契約で定められた期間があること。

•「対価と交換」：使用権の取得に対して支払いが発生すること。
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１．リースの定義と識別方法の見直し
契約がリースを含むかどうかは、「資産が特定されているか」、

「資産を支配しているか（経済的利益・指図権）」によって識別されます。

実務への影響：現行のリース会計基準からの変更点

要
件
❶

資産の特定が可能か？

要
件
❷

経済的利益を得る権利を有しているか？

・資産の使用方法を指図する権利を有して
いるか？

・稼働指示は顧客のみか？
・設計に関与したか？

YES

リースを含む

No リースではない

新たにリースとして識別される可能性のある契約

物流・輸送の委託契約

電力供給の契約

輸送車両、傭船など

発電設備や
太陽光パネル

資産が

特定されている

資産を

支配
している

経済的
利益

指図権

契約書の明記より特定。もしくは「物理的に
区分できる」かつ「貸手が資産を入れ替える
ことはできない」かどうかで特定

使用期間中、資産の利用から生じる経済的利益
のほとんどすべてを得ることができる

No リースではない

YES No リースではない

情報通信の契約

サーバーや
ケーブル

倉庫保管の委託契約

倉庫やコンテナなど

製造の委託契約

金型や加工機械
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２．「借手のリース取引の区分廃止」と「原則すべてオンバランス処理」

実務への影響：現行のリース会計基準からの変更点

現行基準

リース取引

ファイナンス･リース オペレーティング・リース

オンバランス
（資産/負債計上）

オフバランス
（費用処理）

B/S計上 P/L計上

リース資産 リース債務

P/L計上

減価償却費 支払利息

賃貸借料 ×××/当座預金 ×××

両方満たす 満たさない

新リース会計基準

リース

オンバランス
（資産/負債計上）

B/S計上

使用権資産 リース負債

P/L計上

減価償却費 支払利息

科目が
変わる

原則すべて
オンバランスに一本化

借手の取引の区分廃止

ファイナンス・リース、オペレーティング・リースの区分がなくなり、

原則、すべてのリースはオンバランス処理に一本化されます。

免除規定あり！

短期リースおよび少額
リースに該当する場合、
オフバランス（費用処
理）が可能

免除規定の詳細は、別途解説

解約不能 かつフルペイアウトか？
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実務への影響：現行のリース会計基準からの変更点

リース取引における会計処理は、取引開始時に資産計上の仕訳を起票し、

「使用権資産」を減価償却することになります。

●リース開始時

借方 貸方

使用権資産 ××× リース負債 ×××

使用権資産の取得価額には、割り引いたリース負債だ
けでなく、リース開始日までに支払った金額（資産除
去債務に対応する除去費用など）も加算します。

リース負債は、リース期間中に発生するリース料の総
額ではなく、リース料に含まれている利息相当額の合
理的見積額を控除した現在価値で計上します。

●毎月のリース料支払いの計上時

借方 貸方

リース負債 ×××
現金預金 ×××

支払利息 ×××

●使用権資産の償却

借方 貸方

減価償却費 ××× 使用権資産 ×××

支払利息は、リース負債の残高に割引率を掛けた数字
で、支払利息を支払金額から引いた金額をリース負債
の返済分として減額します。

使用権資産の償却方法は、以下の通りです。
所有権移転リース：原資産を自ら所有していたと仮定
した場合に適用する減価償却方法と同一の償却方法。
それ以外のリース：定額法等の減価償却方法の中から
企業の実態に応じた方法を選択適用。

２．「借手のリース取引の区分廃止」と「原則すべてオンバランス処理」
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実務への影響：リース負債の見直し

契約条件やリース期間等に変更が生じた場合、リース負債の見直しが必要になります。

将来支払う
リース料
（変更後）将来支払う

リース料

契約当初予定して
いたリース料

変更された将来の
支払いリース料

・リース期間の変更
・毎回支払うリース料の変更

リース負債
残高

将来支払う
リース料
（変更後）見直し日の

現在価値

将来支払うリース
料から割引計算

調整

リース負債を
調整

リース負債の見直し

上記の例は、増額するケースでご紹介していますが、減額することもあります。
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３．財務報告における表示と開示

実務への影響：現行のリース会計基準からの変更点

貸借対照表・損益計算書への表示および、注記によって開示すべき内容が増えます。

使用権資産 ①・②いずれかの方法により表示します。

①リース資産を購入したと仮定した場合に、表示するで

あろう科目に含めて表示する。（別途、注記が必要）

②対応する資産の表示区分（有形固定資産・無形固定資産・投資そ

の他の資産等）において、使用権資産として区分して表示する。

損益計算書

貸借対照表

…

有形固定資産

建物及び構築物 ×××

工具、器具及び備品 ×××
…

…
有形固定資産

建物及び構築物 ×××

使用権資産 ×××
…

リース負債

リース負債については、貸借対照表において区分して表示する、

またはリース負債が含まれる科目および金額を注記する。

貸借対照表で区分して表示する場合は、貸借対照表日後1年以

内に支払期限が到来するリース負債は流動負債、1年を超える

ものは固定負債に属するものとする。

…

流動負債

リース負債 ×××

…

…

固定負債

…
リース負債 ×××

1年基準で区分し、

表示する

借手の
表示

リース負債に係る支払利息について、損益計算書において区分して営業外費用に表示する、

またはリース負債に係る支払利息が含まれる科目及び金額を注記する。

会計基準 第49～51項
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３．財務報告における表示と開示

実務への影響：現行のリース会計基準からの変更点

財務諸表の情報と併せて、リースが財政状態や経営成績、キャッシュ・フローに与える影響を

財務諸表利用者が理解できるよう注記します。

借手の
開示

会計基準 第55～57項 適用指針 第97～102項

会計方針に関する情報

次の会計処理を選択した場合、その旨及びその内容を注記する。

①リースを構成する部分とリースを構成しない部分とを分けずに、リースを構成する部分と関連する

リースを構成しない部分とを合わせてリースを構成する部分として会計処理を行う選択

②指数又はレートに応じて決まる借手の変動リース料に関する例外的な取扱いの選択

③借地権の設定に係る権利金等に関する会計処理の選択

リース特有の取引に
関する情報

①使用権資産の帳簿価額について、対応する原資産を自ら所有していたと仮定した場合の表示科目

ごとの金額

②短期リースに関する簡便的な取り扱いを適用した場合、短期リースに係る費用の発生額が含まれ

る科目及び当該発生額（1 か月以下のリース費用や少額リース費用は含めない）

③セール・アンド・リースバック取引及びサブリース取引に関する注記

当期及び翌期以降の
リースの金額を理解する
ための情報

①リースに係るキャッシュ・アウトフローの合計額（少額リースに係るキャッシュ・アウトフロー

を除く。）

②使用権資産の増加額

③対応する原資産を自ら所有していたと仮定した場合に貸借対照表において表示するであろう科目

ごとの使用権資産に係る減価償却の金額
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これから適用に向けて必要な
押さえておくべき４つの準備

従来、オフバランス処理となっていた契約を

オンバランス化するために準備すべきポイントを解説いたします。
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新リース会計基準の適用に向けて検討すべきこと

従来、オフバランスだった取引をオンバランスするために、

以下の４つのポイントを検討する必要があります。

１．リースの識別 (どの契約がリースに該当するのか)

２．リース期間（リース期間をどの期間でとらえるか）

３．割引率（割引計算のための割引率をどう設定するか）

４．免除規定／経過措置の適用（免除規定や経過措置を適用するか）

オンバランス
する金額 ＝ リース料

（識別されたリース）
× 割引計算リース期間

１ ２ ３４
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１．リースの識別

現有の資産において、どの契約がリースに該当するのかを特定します。

契約書を収集＆検査
定額で支払が発生する

契約をリスト化

会計システムの仕訳や勘定科目

（賃借料・地代家賃・業務委託料・通

信費・印刷費 等）から対象となる

資産を推察し精査する

①資産が特定されているか

②資産を支配しているか（経済的利益

・指図権）の条件を満たす契約はリース

として取り扱う（前述のチャートを参考に）

新リース会計基準の適用に向けて検討すべきこと
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２．リース期間

借手のリース期間は、延長オプション・解約オプションを考慮して決定します。

借手が原資産を使用する権利を有する解約不能期間に以下の①②両方を加えた期間

① 延長オプションの行使期間（オプションを行使することが合理的に確実である場合）

② 解約オプションの非行使期間（オプションを行使しないことが合理的に確実である場合）

会計基準 第15、16、31、32項

解約不能期間

1年

延長オプション行使期間

1年

解約オプション非行使期間

6ヵ月

借手のリース期間 2年6ヵ月

新リース会計基準の適用に向けて検討すべきこと

例）契約期間中に残６か月の期間を残し、リースを終了させる権利がある。（解約オプション）

契約終了後は、リース期間を1年延長できる権利がある。（延長オプション）

→解約オプションを行使しないこと、また、契約終了後 1年間延長することが合理的に確実と判断した。

契約期間 1年6ヵ月

合理的に確実と判断
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３．割引率

リース負債の現在価値を算定するために用いる割引率を決定します。

① 貸手の計算利子率を知り得るときは、その利率による

② 上記を知り得ないときは、借手の追加借入に適用されると合理的に見積られる

利率による (例えば以下(1)(2)のような利率)

(1) 借手のリース期間と同一の期間におけるスワップレートに
借手の信用スプレッドを加味した利率

(2) 新規長期借入金等の利率
    ① 契約時点の利率

    ② 契約が行われた月の月初又は月末の利率

    ③ 契約が行われた月の平均利率

    ④ 契約が行われた半期の平均利率

なお、(2)の場合には、借手のリース期間と同一の期間の借入れを行う場合に適用される利率を用いる。

新リース会計基準の適用に向けて検討すべきこと
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４．免除規定／経過措置の適用

免除規定や経過措置を適用するか（適用できるか）を確認し、決定します。

免除規定 短期リースまたは少額リースに該当する場合、オフバランス処理が可能です。

少額リ－ス

短期リ－ス

免除規定を適用せず、(1)の基準を採用してオンバランスする際は、従来どおり簡便法を用いて会計処理することが可能。

リース期間が12か月以内、購入オプションを含まないリース

以下の❶❷いずれかを満たす場合

❶ 重要性が乏しい減価償却資産について、購入時に費用処理する方法が採用されている場合で

リース料が企業が採用している基準額以下のリース（例：10万円以下）

❷ 以下の(1)または(2)を満たすリース

(1) リース契約1件あたりの金額に重要性が乏しい（300万円以下）

(2) 新品時の原資産の価値が少額（5,000米ドル以下/原資産の単位ごと）
どちらかを会計基準と
して決めて適用

新リース会計基準の適用に向けて検討すべきこと
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４．免除規定／経過措置の適用

経過措置
適用初年度の会計処理について、累積的影響額を期首の利益剰余金に加減し、

その期首残高から新たな会計方針を適用することができます。

適用指針 第118項

適用開始
2027年4月1日以後開始する

事業年度から適用開始

新リース会計基準

2025年4月1日

現行のリース会計基準

過去の期間すべてに新リース会計基準を遡及適用

2026年4月1日

原則的な取扱い

経過措置 現行のリース会計基準 新リース会計基準

累積的影響額を適用初年度の
期首の利益剰余金に加減

新リース会計基準の適用に向けて検討すべきこと
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４．免除規定／経過措置の適用

オペレーティング・リースをオンバランスする際の「リース負債」は、適用開始日の現在価値（追加借入利子

率を用いて割引計算を実施）により計上します。経過措置を適用した場合の会計処理は主に2パターンあり、

リース1件ごとに遡及計算と会計処理を行う必要があります。

経過措置を適用した場合のオペレーティング・リース取引に分類していたリース

新リース会計基準の適用に向けて検討すべきこと

使用権
資産

遡及計算の例②

リース
負債

リース料

適用初年度期首における
借手の残リース期間のリース料

残りのリース料の現在価値からリース負債を割引計算

リース料リース料

初年度適用日 リース終了日

リース負債と同額の
使用権資産を計上

リース料 リース料 リース料
過年度
リース料

借手のリース期間のリース料
使用権
資産

過年度
減価償却等

①残りの借手リース料からリース開始日の残高を割引計算。
②使用権資産を会計基準がリース開始日から適用されていたかのように遡及計算

遡及計算の例①

借手のリース期間

適用初年度期首の
利益剰余金に加減

借手のリース期間

使用権資産×××/リース負債×××/

仕訳例

使用権資産×××/リース負債×××
利益剰余金×××

仕訳例
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『固定資産奉行V ERPクラウド』

概要のご紹介
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固定資産奉行V ERPクラウドの３つの安心

新リース会計基準へ“システム標準機能”で対応を実現！
将来の改正に対して長く安心してご利用いただけます。

新リース会計基準へ

標準機能で対応！

実務に即したきめ

細かな機能対応で

お客様の業務をサポート

追加費用なし！ 使いやすい！

新リース会計基準の概要・適用にむけて押さえておくべきポイント

利用するだけ！

SaaS ERPシステムなので

機能追加や制度対応は

常に自動更新！
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固定資産奉行V ERPクラウドの機能網羅性
『固定資産奉行V ERPクラウド』のご紹介

固定資産管理
⚫ 画像・ファイル管理
⚫ 減価償却費管理
⚫ 移動履歴管理
⚫ 除却/売却
⚫ 分割/一部除却
⚫ 有姿除却/遊休
⚫ 償却方法変更履歴
⚫ 特別償却/割増償却

⚫ 圧縮記帳
⚫ 資本的支出
⚫ 資本的支出（合算特例）
⚫ 資産管理ラベル作成

※

固定資産管理 リース資産管理

会計処理への対応 決算・申告業務/納税

資産登録 ●個別入力 ●一括入力 ●外部データ取込

固定資産管理帳票
⚫ 固定資産台帳
⚫ 取得資産台帳
⚫ 除却資産台帳
⚫ 移動資産台帳
⚫ 償却済資産台帳
⚫ 償却予定表
⚫ 償却推移表

リース資産管理
⚫ リース契約情報管理
⚫ 再リース/解約
⚫ リース料自動計算
⚫ フルペイアウト自動判定
⚫ 元本返済額自動計算
⚫ 利息相当額自動計算
⚫ 月次支払/債務
⚫ 資産管理ラベル作成

リース資産管理帳票
⚫ リース資産情報リスト
⚫ リース取引一覧表
⚫ リース支払一覧表
⚫ リース債務一覧表
⚫ リース料支払予定表

減損会計 減価償却費の配賦

設備投資管理 建設仮勘定※1

資産除去債務

仕訳データ連携
⚫ 減価償却費の計上
⚫ 資産の計上/移動/除却・売却
⚫ リース料の支払

⚫ ファイナンスリースの取引開始
⚫ 減損損失の計上 など

注記情報リスト

償却資産申告書/種類別明細書 電子申告

申告データ連携

別表十六作成
⚫ 別表十六（一）
⚫ 別表十六（二）
⚫ 別表十六（四）

⚫ 別表十六（六）
⚫ 別表十六（七）
⚫ 別表十六（八）

⚫ 固定資産の内訳書⚫ 別表十六

業務のデジタル化 拠点間運用
会計システムとの
仕訳データ連携

税理士とのデータ共有データ活用・即時共有

※1：『建設仮勘定オプション for 固定資産奉行V ERPクラウド』が必要
※2：『他システム仕訳連携オプション for 固定資産奉行V ERPクラウド』が必要

他社会計システムへの仕訳連携※2
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『固定資産奉行V ERPクラウド』

新リース会計基準対応機能について

✓新基準によって発生する新たな業務課題
✓『固定資産奉行V ERPクラウド』の対応機能ご紹介
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適用準備・適用初年度・適用後のそれぞれで業務負担が増加

『財務諸表への影響額の試算』

❶適用準備の業務課題 ❷適用初年度の業務課題 ❸適用後の業務課題

『使用権資産・リース負債の
遡及計算』

『リース負債の見直し』
『仕訳起票業務の増加』
『税務要件への対応』

✓すべてのリースをオンバランス
した場合の影響額を試算

✓試算した将来への影響額をもとに
会計方針や処理方法を見直し

✓契約条件やリース期間、リース料
の変更のたびにリース負債の
見直しのための計算対応が必要

✓オンバランスしたリース含めた
仕訳伝票起票の負担増加

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能

新基準の適用によって発生する新たな課題

✓過去に遡ってすべてのリースの
遡及計算に対応

経過措置を適用する場合も
複雑な計算業務への対応が必要
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固定資産奉行V ERPクラウド 新機能全体像

新リース会計基準の適用準備・適用初年度・適用後それぞれで必要な機能を網羅

適用初年度適用準備

❶影響額試算 ❷適用初年度の遡及計算 ❸使用権資産・リース負債の計算

❹リース負債等の見直し

❺仕訳伝票作成

❻財務諸表注記用の金額集計

❼ 税務要件への対応

適用後

オンバランス化による
影響額の把握

新規識別リースの登録 リース契約情報の登録

契約条件やリース期間の
変更に伴うリース負債等の見直し

新リース会計基準に則した
仕訳伝票の自動作成

注記項目一覧表の作成

税務上のリース取引区分判定基準

経過措置を適用した
初年度影響額を自動計算

リース負債等の遡及計算

遡及計算影響額の確認

新たにリースと識別した
契約情報をリース登録

適用初年度の期首時点で
計上すべき仕訳金額を確認

リース契約番号ごとに
複数のリースを登録･管理

契約条件やリース期間の
変更があった場合に
リース負債等を見直し

注記作成に必要な金額を自動集計

税務上の取引区分の判定・申告調整

リース契約開始時や
リース負債等の見直しを
はじめとした仕訳を自動作成

オンバランス対象の資産数、
遡及計算方法ごとの影響額や
自己資本比率を計算

影響額試算ツールExcelは
固定資産奉行V ERPクラウドへ
そのままインポートも可能

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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固定資産奉行V ERPクラウド 新機能全体像

新リース会計基準の適用準備・適用初年度・適用後それぞれで必要な機能を網羅

適用初年度適用準備

❶影響額試算 ❷適用初年度の遡及計算 ❸使用権資産・リース負債の計算

❹リース負債等の見直し

❺仕訳伝票作成

❻財務諸表注記用の金額集計

❼ 税務要件への対応

適用後

オンバランス化による
影響額の把握

新規識別リースの登録 リース契約情報の登録

契約条件やリース期間の
変更に伴うリース負債等の見直し

新リース会計基準に則した
仕訳伝票の自動作成

注記項目一覧表の作成

税務上のリース取引区分判定基準

経過措置を適用した
初年度影響額を自動計算

リース負債等の遡及計算

遡及計算影響額の確認

新たにリースと識別した
契約情報をリース登録

適用初年度の期首時点で
計上すべき仕訳金額を確認

リース契約番号ごとに
複数のリースを登録･管理

契約条件やリース期間の
変更があった場合に
リース負債等を見直し

注記作成に必要な金額を自動集計

税務上の取引区分の判定・申告調整

リース契約開始時や
リース負債等の見直しを
はじめとした仕訳を自動作成

オンバランス対象の資産数、
遡及計算方法ごとの影響額や
自己資本比率を計算

影響額試算ツールExcelは
固定資産奉行V ERPクラウドへ
そのままインポートも可能

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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財務諸表・財務指標への影響額を試算

リース料やリース期間をはじめとした契約情報を入力することで、
財務諸表や自己資本比率への影響度を手間なく把握できる

新リース会計基準影響額試算ツール

❶Excel形式で必要情報を入力

各事業所や部署で集めた契約書を
確認しながら、リースの契約情報を
契約情報入力シートへ入力

❷影響額試算の結果を確認

・オンバランス対象の資産件数
→少額リース・短期リースは対象外判定

・遡及計算方法ごとの影響額
・遡及計算方法ごとの自己資本比率

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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新たにリースとして識別する契約情報を一括登録

影響額試算ツールをインポートすることで一括登録！情報入力の手間を大幅に削減

予め作成しておいた影響額試算ツールをインポートすることで、
新たにリースとして認識する契約情報を一括登録
インポートに必要なデータのマッピング・加工の手間を削減

❶影響額試算ツールをそのままドラッグ＆ドロップでインポート

❷インポート結果を画面上で確認・追加入力

影響額試算ツール

登録前にインポート結果を画面上で確認可能
追加項目の入力と(必要に応じて)項目を修正

追加入力項目 例）
・割引率
・残価保証がある場合は「残価保証の支払見込額」を追記。

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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適用初年度の期首に計上が必要な遡及計算を自動化

既に保有するリース資産及び新規で認識するリースのオンバランス金額を自動計算

適用する遡及計算方法を条件設定で指定すると、
新リース会計基準適用初年度時点での
使用権資産・リース負債の帳簿価額を自動計算

❶使用権資産・リース負債の帳簿価額を自動計算

遡及計算方法の条件設定

適用初年度の期首時点で計上する仕訳金額を
リースごとに一覧で確認が可能

❷適用初年度の期首時点の影響額を一覧化

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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固定資産奉行V ERPクラウド 新機能全体像

新リース会計基準の適用準備・適用初年度・適用後それぞれで必要な機能を網羅

適用初年度適用準備

❶影響額試算 ❷適用初年度の遡及計算 ❸使用権資産・リース負債の計算

❹リース負債等の見直し

❺仕訳伝票作成

❻財務諸表注記用の金額集計

❼ 税務要件への対応

適用後

オンバランス化による
影響額の把握

新規識別リースの登録 リース契約情報の登録

契約条件やリース期間の
変更に伴うリース負債等の見直し

新リース会計基準に則した
仕訳伝票の自動作成

注記項目一覧表の作成

税務上のリース取引区分判定基準

経過措置を適用した
初年度影響額を自動計算

リース負債等の遡及計算

遡及計算影響額の確認

新たにリースと識別した
契約情報をリース登録

適用初年度の期首時点で
計上すべき仕訳金額を確認

リース契約番号ごとに
複数のリースを登録･管理

契約条件やリース期間の
変更があった場合に
リース負債等を見直し

注記作成に必要な金額を自動集計

税務上の取引区分の判定・申告調整

リース契約開始時や
リース負債等の見直しを
はじめとした仕訳を自動作成

オンバランス対象の資産数、
遡及計算方法ごとの影響額や
自己資本比率を計算

影響額試算ツールExcelは
固定資産奉行V ERPクラウドへ
そのままインポートも可能

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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契約書情報を転記しながらリース情報を登録

資産を主体とした登録方法だけでなく、契約書単位で複数のリース登録が可能
契約書を確認しながら、契約情報を入力する運用を実現

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能

一つの契約で複数物件がある場合には
契約期間等を一括で入力可能です。

契約書イメージで入力可能な直感的なUI

複数資産の登録が可能

リース契約書の一例
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分かりやすい入力オペレーション

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能

設定された契約種類ごとにリース資産情報の項目タブが自動で変動
契約種類にあわせた入力が必要な項目タブを表示してくれるので迷わない

例)
移動や遊休、再リースは不動産系のリース
であるリース契約とレンタル契約の
契約種類が設定されている場合のみ表示

契約種類ごとに不要な入力項目を非表示

レンタル契約の場合 建物賃貸借の場合



©OBIC BUSINESS CONSULTANTS All rights Reserved. 33

リース負債等の見直しも手間なく自動計算

現在の契約情報を参考にしながら、変更後の新たな契約情報を入力することで
リース負債等の見直しにかかる業務を効率化

再計算だけでなく
変更前の契約情報履歴も保持

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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リース取引一覧表にて契約内容を一目で把握

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能

契約条件やリース期間見直し後のリース負債等の増加/減少額を手間なく集計

契約種類や契約番号別のリース情報を一覧化

リース別にリース負債等の増加/減少額が
確認できるだけでなく、契約種類別や
契約番号別など軸項目ごとの集計にも対応
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帳票は自由にレイアウト設計が可能

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能

新リース会計基準の適用年度以後、『リース取引一覧表レイアウト』で
負債見直しによる増加額/減少額をはじめとした新たな項目が追加

契約種類別や契約番号別に一覧化が可能
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新リース会計基準に則した仕訳伝票を自動で作成

リース契約時の仕訳やリース負債等の見直し時の仕訳を自動作成

オンバランスされるリース
契約時の仕訳やリース負債等の
見直し時の仕訳の作成に対応

新基準に則した仕訳作成に対応

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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勘定奉行クラウドだけでなく、あらゆる会計システムと仕訳連携
『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能

連携パターンB ※1

連携パターンA 『固定資産奉行V ERPクラウド』で作成可能な仕訳例

● 資産の計上

● 減価償却費の計上

● 減価償却費の配賦

● 利息費用の計上

● リース料の支払

● リースの終了

● リースの中途解約

● 建設仮勘定の計上※2

● 建設仮勘定の費用振替※2

● 建設仮勘定の本勘定振替※2

● IFRS組替仕訳

● 減損損失の計上

● 圧縮額の計上

● 圧縮積立金の取崩

● 資産の移動

● 資産の除却

● 資産除去債務の履行

● リース契約の開始

● リース料の支払

● リース負債計上額の見直し

● リース契約の中途解約

● リース契約の終了

自動仕訳作成

他社会計システム

自動作成した仕訳伝票は会計システムへ手間なくデータ連携！

※1：『建設仮勘定オプション for 固定資産奉行V ERPクラウド』が必要
※2：『他システム仕訳連携オプション for 固定資産奉行V ERPクラウド』が必要
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注記項目パターンごとの帳票を網羅

決算処理時に必要となる財務諸表注記の作成に必要な金額を集計

財務諸表注記作成に必要な集計パターンを用意

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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税務・会計の不一致

令和7年度税制改正で、税務上のリースの取り扱いにおいて
従来と大きな変更はなかったため税務・会計の不一致が発生

リース

非リース

リース資産
（売買取引）

賃貸借取引

非リース

新リース会計基準 法人税法

売買
処理

賃貸借
処理

原則すべて
オンバランス

システム対応が必須!?税務における課題

会計上オンバランスされている
リースと税務上のリースが一致しない
ため差額は申告調整を行う必要がある
今後大きな業務負担が懸念される

必須となる主なシステム要件

●税務上におけるリース取引区分判定
●税務・会計それぞれの金額保持
●申告時の調整

不一致が発生
申告調整が必須に

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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将来的な税務要件への対応も安心

新リース会計基準適用後の事業年度で税務上のリース取引区分の自動判定が可能

❶税務上のリース取引区分判定基準を設定

新リース会計基準適用後の事業年度で設定が可能現在価値基準と
経済的耐用年数基準を利用してフルペイアウト要件を判断
※リース資産の取得価額が既に設定されている場合は現在価値基準と

 経済的耐用年数の情報は入力不要

リース契約情報にて見積現金購入金額、割引率、経済的耐用年数を
入力し、現在価値基準と経済的年数基準を算出

❷税務上で利用する見積現金購入金額、割引率、経済的耐用年数を入力

リース契約情報-基本タブ リース契約情報-会計処理タブ

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能
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新リース会計識別 奉行AIエージェント（2025/08ローンチ予定）

『固定資産奉行V ERPクラウド』新リース会計基準対応機能

リースを含む可能性のある契約の識別を
奉行AIエージェントがサポート

新リース会計識別 奉行AIエージェント※

※開発中の画面イメージとなります。

含む可能性が

高い 低いor

“リース”を

製造委託契約

物流委託契約

テナント契約

識別したい契約書

まとめてアップロード!

固定資産管理システム

CSVデータを取込

そのままデータを取込

デ
ー
タ
出
力
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ご清聴くださり誠にありがとうございました。
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